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タイ東北部における中等教育普及過程と機会拡大中学校

- 中学進学率急上昇のメカニズムを中心に-

箕 浦 康 子*･野 津 隆 志 **

KayaiokaSchoolsandtheExpansionofSecondaryEducation

inRuralNortheasternThailand:WithSpecialReference

totheMechanismfortheRapidRiseinAttendance

YasukoMINOURA*andTakashiNoTSU**

Inordertoextendeducationalopportunitiesfrom thesix-yearprlmar),tOthenine-yearlower

secondary level,theThaigovernmentimplemented anew educationalpolicy in which the

secondarycurriculum wastobeprovidedfreeofchargeatselectedprlmarySChoolscalled

Kayaiokaschools. ThenationalaverageoftheproportlOn Ofchildren pursuingsecondary

educationroseto90.2% in1996from 52% in1990whentheKayalOkaprogram waslaunched.

Thispaper'exploreswhyandhowsuchadramaticexpansionofsecondaryeducationtookplace

insuchashortperiodoftlmebyuseofamodelwhichsuggeststhatthelevelofdevelopmentof

theeducationalsystemisdeteI-mlnedbythesocio-culturalandtheeconomicsubsystem.

DatawerecollectedbyfieldworkinYasothornProvincein1996and1997. 1twasfoundthat

theaveragecontinuationratefrom primarytolowersecondaryamonggraduatesofthefour

primaryschoolsunderstudywas25% in1989,35%in1990.38%in1991,37% in1992,whena

Kayaiokaopenedinoneofthepr】maryschoolsunderstudy,70% in1993,and950/oin1996.

CloseexaminationOfthistransitionleadustoconcludethatsecondaryeducationpriortothemid1

1980swasintheelitestagedescribedb),Trow (196圧 afterwhichitrapidlyprogressedtothe

universalstage,followingashortinterludeatthestageofm;lSSeducation.

Interviewswithparentsandtheirchildrenrevealedthat:(1)Ka)･aiokapla)丁edadecisiverole

inreducingdifficultiesinvolvedinCommutingalongdistancebybicycleformanystudents.

especiallygirls;(2)parentshadbeenanxlOuStOSendthelrChildrentosecondaryschoolsincethe

rnid11980S:(3)theestablishmentofKayaiokageneratedthenewconceptthateverychildmustgo

toalowersecondaryschool;and(4)traditionalmatrilinealhouseholdswithuxorllocalmarriages

functionedtomaintaintheeducationalattalnmentOfgirlsatanequalleveltothat()∫boys.

ThepresentstudyoffersemplricaldatawithwhichtorefinethemodelproposedbyCraig

andSpear(1982). whatweobserveisashiftinthemeaningofsecondaryschoolsfrombeing

elitistinstitutionstobelngschoolsforeveryone.whichisfoundtobeprerequisitetorapid

expansionofsecondaryeducation. Thedevelopmentoftheideologyof̀ s̀econdaryeducationfor

all"wasfacilitatedbvthenew employmentpracticesthatwereadoptedbymoder'nindustrial

sectorsinThailandinthe1980sand1990S. Thisnew conceptofsecondaryschoolsisalso
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underlinedbysocio-culturalfactorssuchasthepre-existingculturalmeaningofchild-rearing

centeringaroundbankaj)maidai(notenforcingone'swishesonachild),anegalitarianvillage

socialstructure,afamilyorganizationwithminimalgenderdifferentiation,andavillage-wide

campalgnOf"Let'sgotosecondaryschool/I Thedevelopmentofanew ideologyrelatedto

secondaryschoolsledtoarapidriseinenrollment.

研 究 の 課 題

教育普及のメカニズムの解明は,教育学研究の大きな課題である｡ とりわけ開発途上国の教

育をいかに普及させるかという実践的関心は,途上国の政府のみならず人間開発にたずさわる

人々に共有されており,教育計画 ･教育行政 ･国際教育協力などの諸分野が交わる研究課題と

なっている｡ 途上国の教育普及を検討するために,すでに教育制度が浸透した先進国を対象と

した研究を参照すると,次の2点を射程に取 り入れるべきだと思われる｡ まず,教育の普及は

政府が法令を制定すれば,それが地方に自ずと浸透するというような単純なものではなかった

ことが指摘されている [土方 1994;米田 1992]｡従って,途上国を対象とする研究では,

教育の供給サイドである政府の施策のみならず,地方固有の教育受容条件を分析する視点が必

要である｡ 次に,先進国の教育普及に関する研究は,過去の歴史的過程を対象とするため残さ

れた資料の豊富な教育の供給側に焦点を当てており,教育の受け手 (需要者)をも視野に入れ

た研究は多くない｡途上国で現在進行している教育普及のプロセスの研究では,従来の歴史研

究では資料が得られなかった教育の需要者についてのデータを活用し分析すべきである｡

タイでは1990年代に入り急速な中等教育の拡大が起こっている｡筆者らは今述べた ｢地方｣

と｢教育の需要者｣を視点に現地調査を行った｡すなわち,タイ東北のヤソトン県農村をフィー

ル ドに選び,中等教育普及のただ中にある人々から教育の実状をつぶさに見聞することにより,

歴史資料として記録に記載されることが少なかった教育の需要者側のデータを得た｡本論文で

は,こうしたデータを活用し,中等教育が農村の人々に受容され ｢中学へ行 くべきだ｣という

規範が,社会 ･文化 ･経済などのマクロな諸要因と絡み合いながら成立してくるメカニズムを

解明する｡

タイ政府は,第7次国家経済社会開発計画 (1992年-1996年)終了までに,前期中等教育へ

の進学率を73%に上昇させる予定であった｡しかし,第7次計画に先立ち実施された農村部-

の前期中等教育拡大プロジェクトは目標値を上回る進学率の上昇をもたらした｡タイの中等教.

育拡大は,教育省普通教育局が管轄する既存の中学校 (以下,既存中学校と記す),国家初等

教育委員会が管轄 し小学校に設置される中学校 (以下,機会拡大中学校と記す),1)さらにノ

ンフォーマル教育局管轄のノンフォーマル教育の三つの部門にまたがる施策からなっている｡
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その中で 2番目の機会拡大中学校が最も大規模に展開しており,中心的役割を担っている｡ ま

た,この機会拡大中学校は初等教育機関が中等教育を受け持つというタイ独自のシステムとし

て導入されユニークな性格を持っている｡2) そこで,以下ではヤソトン農村での機会拡大中学

校-の進学を中心に検討する｡

本論文ではタイにおける中等教育拡大プロセスの分析枠組として,クレイグらが提唱してい

る相互作用モデルを採用 した [craigandSpear 1982:68]｡ 前述のように,中等教育の普及

過程を理解するためには,教育の供給サイドである政府の施策のみならず,教育を需要する受

け手のニーズやその他さまざまな外的要因を視野に入れ,それらの影響関係を構造的にとらえ

る必要がある｡ クレイグらのモデルではこうした諸要因を包括的に取 り込むことができる｡ す

なわち,このモデルは,教育の拡大プロセスが教育の供給者と需要者の相互作用から決まると

いう立場から,供給者と需要者が相互作用する場に影響を与えている環境要因として,経済シ

ステムと社会 ･文化システムを措定している｡ さらに,教育活動の一方の行為者である供給者

側が教育普及のイニシアテイヴをとるが,需要者側も供給される教育-さまざまに反応する事

で,教育の拡大の仕方に一定の型と方向が出てくるとする｡ また,一般に中等教育は初等教育

や高等教育に比べて国による形態の差異が大きく,かつ近代化に伴う労働需要や社会構造の変

化の影響を受けやすく,一国の経済水準と教育の普及度の相関関係が最も明瞭にあらわれる教

育段階である [金子 ･小林 1996:44-45]｡ それゆえ,経済システムを一要素として取 り込ん

だ分析枠組が必要であり,グレイグらの相互作用モデルは分析に適 している｡ 以下では,まず

ⅠとⅢで,中等教育の供給側と需要側のニーズや,その背景にある経済システムの変動や地域

の社会 ･文化的要因を具体的に記述 し,Ⅲでは需要者側の進学意識形成のメカニズムに関与す

る諸要因の関連図を仮説的に提出する｡

研 究 方 法

教育の供給側と需要側の双方を視野に入れて中等教育の拡大メカニズムを探るために,ヤソ

トン県で1996年 2回,1997年 1回の現地調査を行った｡3) ヤソトン県を調査対象としたのは,

1)ごく一般的には機会拡大中学校 (ロンリエン･マタヨムスクサー ･カヤイオカ)はカヤイオカ (機

会拡大) と略 して呼ばれている｡教育省普通教育局が管轄する既存の中学校はマタヨムスクサー ･

クロムサーマン (普通教育局の中学校)と呼ばれ,両者は心理的に区別されている｡

2)訪問した機会拡大中学校では,小学課程と中学課程の運営は,幼稚園から小学4年までを担当する
教員と小学 5年から中学 3年までを担当する教員の 2グループに分けている｡前者はクラス担任制

で,後者は教科担任制をとっており,中学校課程を教える教師は全員研修を受けることが義務づけ

られていた｡教科書は既存中学校で使われているものと同じものを使用していた｡

3)本調査は,松下国際財団助成研究 ｢学校教育と保健思想の普及に関する教育人類学的研究- タイ
東北部における人間開発のための基礎研究- ｣(No.96-603)による｡現地調査は1996年 7月,
1996年12月から翌年 1月,1997年 3月に実施した｡
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同県がタイの中でも貧困地域と言われる東北地方に位置 しているからである｡ 全国平均の-人

当たり実質GDPは1986年から5年間で倍増 したとはいえ,1993年バンコク首都圏の一人当た

りGDP名目値 (14万4千170バーツ)と比較すると,東北部は7分の1以下 (2万 1千450バー

ツ)に留まっている [贋里 1993:7;1994:85-107]｡さらに,ヤソトン県は鉄道の駅 も飛行

場もなくバンコクからの交通の便が悪いため,急激な社会変化が圧縮 した形で観察できる場所

と考えられ,調査地に選んだ｡

調査では,まず県普通教育局,県 ･郡初等教育委員会,県内郡部の3つの機会拡大中学校,

機会拡大中学校の通学圏内外にある18の小学校,および4つの既存中学校を訪問した｡小学校

や中学校教師たちから機会拡大中学校についての評価を聞くとともに,機会拡大中学校ができ

たことで各小学校の中学進学率はどのように変化 したか,既存中学と機会拡大中学-行 く生徒

の割合はどのように変化 したかなど,面接 と学校統計などの資料を収集することで調べた｡こ

のような学校別の機関調査を行った後,進学に関わる問題が最も集約的に生 じていると考えら

れた1行政村を集中的に調査 した｡そこでは小学 6年生とその保護者に面接 し,機会拡大中学

校に対する考えや子どもの将来についての見通しなど,進学意識について長時間の聞き取 り調

査を行った｡

Ⅰ タイにおける中等教育拡充政策とヤソトン県下の状況

1.タイにおける中等教育拡充政策の展開 :先行研究のレビュー

タイでは国家主導による工業化が開始された1960年代以降30年間,政府は教育予算のほぼ6

割を初等教育に配分 し,中等教育の全国普及には努めてこなかった｡そのため,中等教育機関

はバンコク首都圏に集中し,中学校のない農村部の中等教育進学率はきわめて低い状況にあっ

た｡4)一方,タイ経済は1960年から1991年の30年間,年平均成長率が約7.7%を達成 した｡特に,

1980年代後半は高い成長率を遂げ,約10%に達 した年もあった｡しかし,急速な経済成長にも

かかわらず,他国で一般的に見られたような中等教育進学率の急上昇は見られず,全国平均は

1988年43%,1990年52%に留まっていた [sKGH 1995:40]｡こうした状況に対 して,世界銀

行は国力 ･経済力と比べて中等教育が普及しておらず,人的資本の蓄積が低いことが持続的な

高度成長を阻む可能性があると警告するに至った｡急速な工業化は製造業部門で説明書やマ

ニュアルを使いこなせる質の高い労働者を求めるようになり,労働力需要の変化を生じさせた

が,教育制度はそのような人材を供給する準備ができていなかったことが問題とされたのであ

る [潮木 1995:187]｡

4)国家初等教育委員会 (SKGH)の統計によると,1990年中学校進学率はバ ンコク99%,農村部47%で
大きな格差がある [sKGH 1995:40]｡
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経済セクターの構造変化に促され,1980年代後半より中等学校普及が政策課題となりはじめ

た｡内閣は1987年 3月,教育省普通教育局に対して,地方38県で前期中等教育の機会拡充計画

を実行するよう指示し,翌年 7月にはこの計画を全国に拡大する閣議決定がなされた｡さらに,

政府は義務教育を3年間延長し9年とする構想を立案し,全国の小学校において授業料を徴収

しない無償前期中学校を開設することを決定 した｡1990年に全国216校の小学校でパイロッ

ト･プロジェクトが開始され,小学校内に機会拡大中学校を設置するというタイ独自の前期中

等教育システムの導入が始まった｡機会拡大中学校の開設により農村部での中等教育の拡充は

急速に進み,全国平均の中学校進学率は1991年61%から1996年90.2%へと急上昇 した [森下

1997] ｡5)

2.ヤソトン県の中等教育拡大プロセス

ヤソトン県における中等教育の歴史的展開を3期に分けて概観する｡

第 1期 (1950年代～70年代前半)

ヤソトン県は,1972年にウボンラチャタニ県より分離してできた県である｡ それまではウボ

ンラチャタニ県ヤソトン郡であった｡ヤソトンの地に初めて中等学校が開設されたのは1949年

のことである｡ 2番目の中学校は1957年, 3番目は1963年に創設された｡中等学校が県内にわ

ずか3校のみという時代が10年ほど続き,ごく限られた子どもにしか中学進学の機会はなかっ

た｡これがヤソトン県中等教育の第 1期である｡

タイでは,1961年にカラチ ･プランの実現を図る学校制度改革が実行され,義務教育は4年

から7年に延長されたが,農村小学校の77%は4年制のまま残った｡本研究調査地の一つサイ

ムン郡ナヴイアン小学校 (1939年創設)を例に取ると,同村で1961年に生まれたD教員によ

れば,同小学校は彼女が1970年に卒業した時も教室が一つ,教員も一人だけの4年制小学校で

あった｡24人の同級生の中で女子4人だけが進学 し,内2人が教員となった｡D教員は当時中

学校があったウボンラチャタニ市(D村から約100キロ離れる)で警官をしていた兄宅に寄宿し,

小学 7年を卒業した｡その後,ウボンラチャタこ師範学校に入学 し,1978年に小学校教員となっ

た｡D教員が住むナヴイアン村は交通の不便な遠隔地にあった｡D教員は村にミニバス路線が

開通する12歳までは,ウボンラチャタニ市-行 くために3,4時間歩いて幹線道路まで出てバ

スに乗る生活をしていたという｡小学校 5･6･7年課程や中等学校は限られた町にしかな

く,そうした町に親族縁者のいる子どもだけが進学することができた時代と言える｡

5)SKGH[1995:ト42]と若林 [1993:59-73]にも詳しい経緯が記述されている｡
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第2期 (1970年代後半～80年代)

1970年代に生じたタイの政治的民主化運動の影響で,中等教育機関を少なくとも各郡に1校

ずつ1976年までに設置することを政府は決定し,従来エリート教育の場であった中等教育を多

くの人の手の届 くものにする政策が試みられた｡ヤソトン県では1970年代に13校の中等学校が

創設された｡これがヤソトン県における中等教育拡大の第 2期である｡ 本調査で訪問した既存

中学校 (sw校1976年創設,DP校1980年創設)や工業系職業高校 (YT校1976年創設)もこの

時期に創設されている｡ 農村の子どもが親戚縁者を頼って下宿 しなくても中学教育が受けられ

る外的条件が徐々に整備されてきた時期と言える｡

第3期 (1990年代)

1990年,国家初等教育委員会が試験的に開設を認めた全国216校の機会拡大中学校のうち2

校がヤソトン県に割 り当てられた｡その後も引き続き機会拡大中学校が県内全域に設立され,

急激に中学校数が増加 した｡この時期はヤソトン県中等教育の急増期と言える｡6)

図1はヤソトン県の中学校設置数の年次別変化である｡ 折線はヤソトン県における機会拡大

中学校設置数の年次推移を示し,急速に設置が進んでいることが分かる｡1996年調査時点で機

会拡大中学校は79校設置されていた｡県初等教育委員会は県全体で392校の小学校を管轄 して

おり,換算するとヤソトン県内小学校には約 5校に1校の割合で機会拡大校が設置されたこと

になる｡さらに1997年には109校まで増設される予定であった0

また,1991,2年より機会拡大中学校の設置とほほ平行 して,中学や高校卒業の資格を授与す

る社会人向けのノンフォーマル教育が,土曜,日曜に空いている小学校の校舎を使って実施さ

れはじめた｡1996年に調査 した小学校 9校のうち4校で中学課程のノンフォーマル教育が捷供

されていた｡ノンフォーマル教育では全日制中学に行けば卒業まで 3年かかるところを,最短

1年半で中卒の資格をとることも可能である｡ 工業系職業高校 YT校の在籍者の約10%はこう

したノンフォーマル教育課程の出身者であった｡従って,第3期の小学校修了者の進路は以前

6)ヤソトン県初等教育委員会 (SKPCY)は次の6項目を機会拡大中学校の設置基準にしている [sKPCY
1996:9]｡
1.現存の中等学校の学区に悪影響を与えない地域にある小学校
2.中学校進学率が低い地域にある小学校 (遠隔地,交通運行が不便な地域,経済的貧困地域にあ
る小学校)
3.中学校課程開設の準備が適切に行われる可能性のある小学校
4.小学校職業基礎科目群に優秀な成績を修めている小学校で,生徒の就学奨励策として生徒が収
入を得る方法を確保している学校

5.学校長および教員集団が,このプロジェクトの目標達成のために継続的な関心,決意,熱意を持っ
ていること

6.保護者と地域住民が持続的に学校活動の振興に関心を持ち,子弟が就学することを歓迎し,常
に学校活動を支援すること
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1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997

図 1 ヤソトン県中学校設置数の推移

出所 :県初等教育委員会等の資料から作成

に比べ大きく広がった｡既存中学校に加えて機会拡大中学校にも進学でき,さらに家庭の農業

を手伝いながら定時制のノンフォーマル教育中学課程に登録することも可能となった｡

ⅠⅠ 機会拡大中学校の設置と進学率の推移

現地調査ではヤソトン県内の4つの行政村 (タンポン)を調査し,中学校進学拡大のプロセ

スとその条件を多面的に探った｡7)訪問したどの小学校でも年次別進学率を把握することは極

めて困難であったが,分かった範囲で進学率を表 1, 2に提示する｡表 1はサイムン郡ナヴイ

アン行政村にある小学校仝4校の進学率である｡ ナヴイアン小学校には1994年度より機会拡大

中学校が設置された｡その年以降 (1993年卒業生数から)数年の内に4校とも進学率が75%か

ら100%に急上昇している｡ 表 2はナヴイアン行政村内小学校 2校の男女別進学率である｡ 男

女間に差はなく女子の進学率は男子とほぼ同じである｡

以下では進学拡大の鍵となる諸条件が最も集約的に表れていると考えられるナヴイアン行政

村の状況を事例として詳 しく記述する｡ 図2に示したようにナヴイアン行政村は6つの村 (ム

バーン)から構成されている｡ ナヴイアン行政村は,他の東北農村と同様に ｢塊村｣で,各村

7)タイの地方行政単位は,県 (チャンワット),那 (アンプ-),行政村 (タンポン),村 (ムバーン)
の順である｡現地調査は次の4カ所で行った｡サイムン郡ナヴイアン行政村,ムアン郡ツンテ-行
政村とナ-サマイ行政村,カムクンケオ郡グックン行政村｡
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料

⊂= ]小学校 ⊂ コ 脈 中学校 II 幣 莞套晶芸苧

図2 ナヴイアン行政村概略図

は潅木樹林や水田で隔たっている｡ 隣村との距離は約 3キロあり,相聞の交通手段には自転車

やオー トバイが利用されている｡ ナヴイアン行政村では1970年代からバンコク-の出稼ぎ就労

が増加 し,就労期間の長短はあるが成人村民の半数は出稼ぎ経験者である｡ 行政村内には4つ

の小学校がある｡ 小学校のないナヴイアンノイ村とノンプア村はそれぞれナヴイアン小学校と

ポーン小学校が通学区である. ナヴイアン小学校に設置された機会拡大中学校は,各学年 2ク

ラス (クラスあたり生徒数は25人から30人)の規模で,そこにはナヴイアン行政村や隣接行政

村から生徒が通学している｡

1.ナヴィアン,ポーン小学校のケース

ナヴイアン村では,機会拡大中学校ができる以前,ヤソトン市内やサイムーン郡庁地に下宿

して既存中学校-通学するごく一部の生徒を除き,大部分の進学希望者は隣接するドンマッ

ファイ行政村の既存中学校 (DP校1980年開設)に通学 していた｡ ドンマッファイまではバス

路線がなく自転車で30分から40分かかり,さらに人家のない潅木の広がる荒野を通学するため

危険であり,女子生徒はグループで登下校 して安全を確保せねばならなかった｡また,通学路

は未舗装のため雨期には洪水となって通行できなくなる箇所さえあった｡たとえ親に進学意欲

があったとしても,こうした交通事情の悪さが大きな阻害要因となり,進学率は90年代に入っ

ても30-40%で低迷していた｡ 当時の実状について同小学校校長は,以下のように語っている｡
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･･･-機会拡大校開設以前から,近 くに中学校があれば進学させたいと考えている親は多

かった｡そこで,県の普通教育局が県内2,3の行政村に一つの中学校を開設する施策を

始めたとき,村は中学校を誘致すべ く無償で用地を提供することにし,計画書を作り陳情

にいったが,誘致できなかった｡その時中学校ができていれば,おそらくその時から村民

は子どもを中学校に行かせていたと思う｡ ･- ･･

ヤソトン県初等教育委員会は,国家初等教育委員会の政策を受けて1990年から機会拡大中学

校の設置を始め,1994年にナヴイアン小学校にはようやく念願の中学課程が新設された｡表 1

のナヴイアン小学校の進学率推移を見ると,1994年度の新学期から自校の中学課程に進学でき

る1993年度卒業生の進学率は,一挙に90%に急上昇しているO通学の距離問題を解消したこと

がこの急上昇の直接的理由と考えられる｡

さらに,校長によれば10年くらい前 (1980年代後半)からこの辺の親は小卒の12歳で働 くよ

りも中学教育を受けて働いたほうが高い収入が得られることが分かるようになり,それが中学

校開設への住民の要求となったという｡また,授業料 ･教科書などは機会拡大中学校では無料

であり,無償給食も提供されている｡体操服や靴などの出費があるにせよそれらが払えない貧

困家庭の子どものためには奨学金を申請させるので,家庭の経済状況は中学進学には関係しな

くなった,と校長はいう｡

ナヴイアン機会拡大中学校では日本の経団連奨学金 (年間1,500バーツ)を毎年5人の学生

が受領している｡学校では奨学金運用委員会を組織し,奨学金を子どもが学習のために有効に

使うよう監督している｡ 生徒は3年間奨学金を受領し,奨学金が余れば高校進学の準備資金と

なる｡従って,貧困なるが故に子どもの労働収入を当てにして子どもの進学を断念させるとい

う問題は10年前から変化し,今ではほとんど解消したと見てよい状況であった｡

ナヴイアン小学校では定期的に子どもの進路指導や面談を行い,近隣の中学校の所在や奨学

金についての情報を与え,子どもの進学を強力に奨励している｡そのため,校長によれば,現

在では教師との面談で子どもが中学校に行きたいといえば,親の意向にほとんど関係なく自然

に進学が決定するということであった｡奨学金についての情報を含めて小学校教師の進路相談

による情報提供が,進路選択に強い影響力をもつ条件であることが窺われた｡

ポーン小学校はナヴイアン行政村の最南端に位置し,従来中学校進学希望者の多 くはドン

マッファイの既存中学校-流れていた｡表 1から進学率の推移を見ると,ナヴイアンに機会拡

大中学校ができ進学可能となった1993年度,さらに1994年度卒業生の進学率でも40%以下に低

迷し,95年に一挙に75%になっている｡ この事情についてポーン小学校教員は,ナヴイアンに

中学課程ができた当初は小学校にできた中学校のため教育の質を誰も ｢信用せず (マイチュ

ア)｣,進学希望者は皆 ドンマッファイ既存中学に行っていた｡その後1995年から,ドンマッフア
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イよりも近距離で通学の便がよいナヴイアン機会拡大中学校-進学する生徒が急増 しだした,

という (95年全進学者15名中11名がナヴイアン機会拡大中学校-進学)｡ポーン小学校の親は,

いうなればナヴイアン機会拡大中学校の経過を眺めたのちに,進学に踏み切ったのである｡

2.バコ-ム,ノンウェン小学収のケース

表 1からこの2校の年次別進学率変化を見てみると, 2校とも従来40%に満たなかった進学

率が1993年から1994年の間に70%以上に急上昇している｡ しかし,進学先を詳しく調べてみる

とナヴイアン小学校やポーン小学校とは違った選択パターンが見られる｡つまり,同じ行政村

内にナヴイアン機会拡大中学校ができたにもかかわらずこの中学校を選択せず,村外の既存中

学校-の進学者が増加したのである｡

バコ-ム校の進学率は表 1にみるように,1992年には36%であったが,1993年に一挙に78%,

1994年からは100%に上昇 した｡従来,バコ-ム小学校の卒業生で進学希望者は,ドンマッファ

イの既存中学校か隣接するグッチュム郡バーンデーン (距離は6キロ)にある既存中学校 (pw

校:1981年創設)に通学 していた｡1993年度卒業生を見てみると,ナヴイアン機会拡大中学校

(距離は3キロ)-進学したものは仝進学者 7人中4人だけである｡その理由について,バコ-

ム小学校 D教員は,｢ナヴイアンの機会拡大中学校は開設 したばかり｡ 機会拡大中学の教員は

′ト学校教員だから親は教育の質に懐疑的で信用 していない (マイチュア)｡既存の中学校は中

学校教育をずっと行っているところだから信用できる｣と説明する｡ ノンウェン小学校でも同

様の傾向があり,1994年度進学者15名中,実に14名が DP校-進学 している｡ この2つの小学

校の例から,距離的に遠いけれども通学可能なところに既存中学があるばあいは,どの中学を

選ぶか選択の余地があり,機会拡大中学校は選択順位が低いことがわかる｡

従って,この2校の進学率急上昇の原因を,近くに機会拡大中学校ができ通学距離問題が解

消されたことのみからは説明できない ｡1993,94年に起こった2校の進学率の急上昇を説明す

る別の解釈の一つは,近 くに機会拡大中学校ができたことによる間接効果である｡ナヴイアン

行政村は歴史的にはナヴイアン村を母相とし,派生してできた子村から構成されている｡ 子村

住民もナヴイアン村に親戚が多数あり,相互の行き来が頻繁に行われている｡ そうした社会環

境にあって,身近に中学校ができたことが広 く認識され,村人たちや子どもが ｢中学校-は行

くものだ｣という観念を持つ素地をつ くったのではないかと考えられる｡

また,学校の進路指導も重要な要因である｡ バコ-ム小学校での教員面接では,ナヴイアン

小学校のケースで述べたと同様に,新学期に親を集めて進路説明会を開いたり,周辺の複数の

中学校より教員を招き,中学校進学について子どもに直接情報を与える機会を設けている｡バ

コ-ム小学校 6年生担任 S教員によると,彼は6年生の担任になった2年前から積極的に家

庭訪問による進路指導を始め,既存中学校か機会拡大中学校かどちらかに行 くように強 く勧め,
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それが不可能ならノンフォーマル教育に登録してせめて中卒の資格を取るようにと指導してい

る｡ 中学教育について知識のない子どもや,どこに進学していいかわからない子どもに個別指

導を行い,さらに奨学金がもらえそうな子どもを推薦する努力をした結果,以前は進学に消極

的であった親も今では教師の勧めに従い積極的に進学させてくれるようになったという｡

3.パコーム小学校6年生と保護者への面接結果

1996年12月にバコ-ム小学校 6年生在籍児童全員 (11人)とその親に面接 し,進学に対する

意識を詳しくたずねた｡その結果,面接時期は卒業3カ月前であったが,小学生も親も進学す

ることをごく当然のことと認識 していることが分かった｡児童への面接では,11人全員が中学

校進学を希望していた｡最寄りのナヴイアンの機会拡大中学校を希望するものはなく,6キロ

離れたバーンデーンの既存中学校を希望するものが 6人,それ以外の子どもは親戚を頼って他

県やバンコクなどの既存中学へ進学を希望 していた｡8) さらに,高校 3年まで行きたいと希望

を述べたものが11人中4人おり,その他の子どもたちはまだ将来の進路について具体的志望を

持っていなかった｡また,子どもに面接 した結果,自分の進路について身近な親族 (例 :遠 く

ても親戚宅から通える学校に行きたい)や友人の進路 (例 :友達がそこに行 くから自分も行 く)

が進学決定の要因となっており,人間関係のネットワークが子どもの進学志向に影響している

ことが考えられた｡

次に11人の親全員と面接した結果,自分の子どもは小学校卒業後進学せず農業を手伝ってほ

しいと述べた親が一人いたが,後の親は全員進学希望であった｡できれば大学まで行かせたい

という親は2人,高校までが 2人,後は ｢中学は必ず行かなければならない｣から ｢本人が行

きたければ行かせる｣までニュアンスはいろいろだが,少なくとも中学進学を自明視している

親が多いことがわかった｡また,子どもの将来の進路については｢子どもしだい (レオテ ･ルー

ク)｣で親は ｢強制できない (バンカップ ･マイダイ)｣と答える親が多く,進学の決定主体は

親より子ども本人にあることを窺わせた｡9)

ⅠⅠⅠ 中学校進学意識の生成と中学進学率急上昇のメカニズム :考察

中等教育は多くの国でエリートのための大学進学-の準備教育制度として発足 し,産業構造

の変化とともに大衆化 し,その性格を変えてきた｡ トロウによると,アメリカ中等教育の第-

の変貌は,農業社会から都市産業社会-の移行にともない1870年前後から出現 した大規模な企

8)1997年 8月調査で進学先を確認したところ全員が進学していた｡内訳は既存中学校7名,ナヴイア
ン機会拡大中学校2名,ノンフォーマル教育2名であった｡

9)面接で小学校卒業後進学せず農業を手伝ってほしいと述べた親も,もし子どもが中学へ進学したい
と言えば親の希望を ｢強制できない｣と答えている｡
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業組織がホワイ トカラー層となる労働力を必要としたことが引き金になって起こったという

[トロウ 1980:19-42]｡10) 中等教育の拡大によって従来の大学準備教育ではなく,それ自体

が完成教育である大衆のための中学教育制度が1910年から1940年の間にアメリカにおいて開花

し,1950年代には90%以上がハイスクールに在学するようになった｡さらに トロウは,エリー

ト段階の教育は,当該年齢層に対する在学率が15%を越えるとマス段階-移行 し,教育は特権

ではなく権利と見なされるようになり,在学率が50%以上になると中学教育は子どもに当然与

えられるべきものと大多数の人々が考えるユニバーサル ･アクセス段階となるという [トロウ

1976:194-195]｡

このアメリカ中等教育拡大の様相とタイでのそれを比較 してみると,タイの調査地において

は表 1の進学率の推移から読みとれるように,1980年代前半までは中学進学はエリー ト段階で

あったが,1980年代半ばよりマス段階に達 し,1993年あたりよりユニバーサル段階に突入した

と見られる｡10年に満たない短いマス段階の後,一挙に進学率が80%を越えるユニバーサル段

階に達したということは,調査地の村人の間に中学校を特別な子どもが行 くところではなく,

皆の行 くところと見る観念が急速に広がったということである｡ 中等教育に対するこうした新

しい意味付けはどのようにして生成し,それは村人の中学校-の進学意識をどう変えてきたの

であろうか｡以下ではクレイグのモデルに従い,経済システムと社会 ･文化システムの双方か

ら進学意識の生成と中学進学率急上昇のメカニズムを分析する｡11)

1.職業構造の変化

まず経済システムの側を見ると,中学校は皆が行 くところという観念の生成を促 した最大の

要因は,アメリカの場合と同様,職業構造の変化であるといえる｡1980年代より生じた急速な

経済成長を維持するためには人的資本の蓄積が必要なことを認識したタイ政府は,従来の初等

教育重視の教育政策から,機会拡大中学校やノンフォーマル教育拡充政策を打ち出すことで中

卒資格者を増やし,良質の労働力の供給をはかる方針に政策を変えた｡労働力需要の構造変化

は,教育の供給者である政府が従来とっていた ｢中等教育はエリー トのためのもの｣といった

暗黙の考えを転換させた｡

一方,経済構造の変化は農村からバンコク-の出稼ぎ就労を増加させ,家庭所得の上昇をも

10)学校教育の普及度を表すのに,就学率,在学率あるいは進学率という用語がよく使われる｡この ト
ロウ,M論文の翻訳書 [トロウ 1980]は ｢在学率｣を使用している｡本論文では進学率という用
語を使い,一つの学校段階から上級の学校段階-進学する者の割合をいう ｡就学率は同年代の人口

に占める在学者の割合である｡1996年調査時点のタイ東北部では小学校就学率は100%でほぼ全員が
小学校を修了していたので,中学校進学率と就学率は同じであると見なしてよい｡ トロウ [1976:

194-195]も参照のこと｡
ll)潮木の論文 [1995:183-194]はタイ中学校の進学率急上昇の諸要因を多面的に考察 しており,参考
になる｡
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たらした｡家庭所得上昇は子どもを中学校-やる余裕をつ くる｡さらに,日本近代の農村で学

歴意識が定着する際,出稼ぎによる人の移動そのものが,閉ざされた村から村を越えた世界へ

と人生設計を転換する重要な契機となったと指摘されている [土方 1994:230-232]｡ タイ農

村でもバンコク-の出稼ぎ増加は,親の出稼ぎ先での見聞を広め親の教育に村する意識を変革

する役割を果たしていたと見られる｡ 従来,経済セクターは近代産業国家の教育発展過程で重

要な役割を果たす主体の一つと指摘されていたが[米村 1986],経済セクターはさまざまな回

路を通して,教育の供給者側にも需要者側にも中等教育についての新 しい意味付けを要請し,

中学進学への原動力となると言える｡

また,企業は労働市場を媒介として教育の需要者である親や子どもに中等教育の価値につい

てシグナルを出す｡すなわち,製造業では中卒を小卒より高い賃金で雇用し,もはや小卒者を

雇用しないところも出てきた｡こうした雇用者側の発するメッセージから親は中等教育の有用

性を理解し,｢中学-やった方が得である｣という認識を持つようになる｡途上国で親が子ど

もを学校にやりたがらないのは,学校に行 くためにかかる直接費用よりも,子どもが働 くこと

で得られる収入を学校に行くことにより失うこと,即ち機会費用が大きいからだと説明されて

きた [金子 ･小林 1996:35-36]｡ しかし,調査地の小学校校長や教員の ｢中学進学で働き手

を失うと考える親は今ではほとんどいない｡たとえ働いても12,3歳の子どもの稼ぎはたかがし

れている｡ 親は,小卒よりも中卒のほうが給料がよいことが分かりはじめた｣という説明は,

タイ農村部ではもはや機会費用の大きさによる中学不進学という解釈は成 り立たないことを物

語る｡それのみならず,中学校-やることによる投資効果の方が,機会費用より大きいことを

村人が感知したともいえる｡

2.進学阻専要因の除去

次に社会 ･文化システムの側を見ると,中学校進学者の急増には以下のような要因が関与 し

ている｡ まず,いくつかの進学阻害要因の除去が同時並行的に生じたことがあげられる｡ 村の

中で進学奨励キャンペーンが行われ,意識変革がなされた｡初等教育委員会は,機会拡大中学

校を設置する条件に地域住民の支持をあげている｡ そのため村は行政に対 して中学校設置要求

運動を行うとともに住民に対して中学進学奨励を行った｡また,学校教師も親や子どもに強力

な進学指導を実施した｡村内の日常的活動は,従来子どもの進学に無関心であった親に対 して,

いやがおうでも中学校-の進学意識を喚起するきっかけとなった｡こうして,進学奨励キャン

ペーンは,中学校はエリートのためのものという旧来の意識から ｢中学校-子どもを行かせる

べきだ｣という意識-の変化を育んだ｡

次に物理的環境面での問題改善,すなわち中学校へのアクセスの容易化も ｢中学校へ行 くべ

きだ｣という規範の成立に大いに関与していた｡ナヴイアン行政村の2小学校に見たように,
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近隣にある機会拡大中学校にアクセス可能となり物理的環境面での進学阻害要因を取 り除くこ

とに成功 した地域では中学進学率の急上昇が起こった｡タイ東北部の22の小中学校を調査 し,

通学距離と交通手段の有無が中学校進学に決定的な影響を与えていることを実感した｡子ども

を中学に進学させたくても通学事情が悪 く見合わせていた家族が,機会拡大中学校が近 くにで

きたため,待ちわびたように中学に子どもを進学させてくる｡ この意味で,タイ政府による中

学校普及政策の実施は遅きに失した観がある｡

さらに,途上国の教育発展を考える上で,外国からの教育援助は重要な条件であるが,タイ

東北部では日本の奨学金援助が貧困による進学阻害の問題解決に貢献 していた｡機会拡大中学

校では授業料がなく,教科書 も無償,多くは給食も無償で支給されていたが,それ以外の体操

服 ･学用品 ･靴などの必要経費をまかなうために各種の奨学金が活用されていた｡日本の経団

連は奨学金援助の最も大きな団体である｡ 経団連が実施 しているタイ東北部中高生奨学金制度

は,1995年には東北地方で4千500人に年額 2千バーツを給付 している｡ この奨学金は教師に

も小中学生をもつ親にも存在が広 く認識されており,｢ケイダンレン｣または ｢日本の奨学金｣

と呼ばれていた｡この他,各学校には別のさまざまな組織 ･団体から奨学金が給付されており,

こうした奨学金による教育援助は進学率向上のための大きな力となっている｡lZ)

3.中学進学を促進する伝統構造

何が進学意識形成を促進 し,多数の村人がほぼ同時に子どもを機会拡大中学校にやりだした

のか｡この促進要因が存在するさらに別の領域は,学校が置かれた村落の伝統構造の中にある｡

すなわち,タイ東北の村落の基底にある社会構造と伝統的価値観が新 しい中学校観形成に大き

く関与 している｡ まず,社会構造の特徴として集団の同質的構成があげられる｡ 調査地の集落

のみならず,タイ東北部では,地主と小作といった階層分化が少ない上に村内姫が多 く,村人

は三世代前までさかのぼれば皆親類 ･縁者同志である｡また,ナヴイアン行政村の成立に表れ

るように,母相と派生村の緊密な関係があり,村々には親戚が多数いる｡ こうした集団の同質

性の高さは,｢中学校-行 くべ きだ｣ という新 しい観念を普及させやす く,村を挙げての進学

キャンペーンの効果も上がりやすい｡

また,学校と村民との密接な関係も重要な要因である｡ タイ農村の学校は仏教寺院とともに

村落を統合する社会機関の役割を維持 してきた｡学校行事が村の行事となり,逆に村の伝統行

事が学校で行われる｡ 教員が村内に居住するケースも多く,教員と村民の日常的親密さが確保

されている｡13) 子 どもや父母との面接から,定期的な現金収入のある公務員,とりわけ教員

12)調査 した機会拡大中学校では,平均 5人が経団連奨学金を受領 していた｡その他の奨学金としては

日本,欧米の非政府援助組織 (NCO)早,タイ国内の銀行や篤志家のものがあるOある既存中学校

では合計 8種類の奨学金を受領していた｡
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になることへの憧れが強いことがわかったが,村人や子どもにとって給料取 りの教員は,教育

の価値を具現化 した最も身近なモデルといえる｡また,教員は子どもの家庭状況を非常によく

知っており,経済的に進学が無理な子どもには奨学金制度のことを教え,｢中学校-行 くべきだ｣

という観念が未だできていない子どもや親に直接アドバイスをする｡ こうした社会環境は,学

校の進学奨励に耳を傾けさせやすい心理的傾向を生み,子どもや親の側に進学意欲を喚起 して

いると解釈される｡

さらに男女差のない社会構造があげられる｡ 子どもの時から男女の区別なく家事や牛飼いを

手伝い,育児様式にも男女差がほとんどない｡婚姻形態は婿入 り姫が一般的で,農地は原則的

に均分相続されるが,宅地と家屋は女性,特に末娘が相続 し両親の老後の面倒を見ることが期

待されている｡ 子どもは父の姓を名乗っているので一見父系のようだが,姓は近代化のプロセ

スの一環である1913年姓名法の布告により村人が持つ ようになったもので [松本 ･大岩川

1994],男性優位を表すものではない｡こうした伝統的な家族構成原理の下では,日本の農村

でよくあった ｢嫁に行 く娘に教育をつける必要はない｣といった考えが入 り込む余地がなく,

表 2に見たように調査地では中学校進学率に男女差がなかった｡14)途上国によくある女性の

進学率の低さが,就学率や進学率全体の上昇を抑制するという現象が東北タイでは見られず,

逆に男女の均質な進学意識が全体としての進学率上昇に貢献 している015)

伝統的価値観としては東北農村に維持されてきた子育て観念が指摘できる｡ 面接ではほとん

どの親が子どもの進路は ｢子 どもしだい (レオテ ･ルーク)｣で,親は子どもに ｢強制できな

い (バンカップ ･マイダイ)｣といい,｢子どもが中学校-行きたいと言えば行かせる｣と回答

した｡これは,中学進学の最終決定権は子どもにあって親にはないとする観念を示している｡

この観念によって,子どもは自立的な進路選択を行い,同級生の友人と同じ進路を選びがちで

ある｡ そのため,中学に進学する子どもが一定数を越えれば,一挙に友人同士が同じ行動をと

り中学校に進学するという雪崩現象を生みやすい｡この意味で,｢レオテ ･ルーク｣｢バンカッ
プ ･マイダイ｣という子育て観念は進学率上昇に密接に関与 している｡16)

13)学校と村民の密接な関係を示す別の例として,学校給食の実施がある｡訪問した小学校10校中9校で,
村民や保護者が交代で学校給食作りを行っていた｡

14)国家教育委員会 (ONEC)の資料からタイ教育全体の就学者男女比を見ても次のように男女差はない｡
中学男女 (50:50),高校男女 (46:54),大学男女 (48:52)[oNEC 1997:129]｡

15)本調査と同様な指摘がKnodelの論文にある｡そこでは,東北および中央タイ農村で,親が男子女子
ともに同じように学校教育を受けるべきで,性別より能力や意欲の方が受けさせる教育の程度に対
して重要だという意見を表明していることを示している [Knode1 1997:61-86]｡タイ東北の女性の
地位については江藤の論文も参照した [江藤 1997]｡

16)子どもの自由と独立を肯定する観念は,子ども-の将来に対する放任や無関心とも関連する価値観
と考えられる｡面接した母親の中には,子どもの就職先や居住先を知らないものがいた｡さらには
息子が外国就労し現地で結婚したが,結婚相手の国籍を知らない親もいる｡

146



箕浦 ･野津 :タイ東北部における中等教育普及過程と機会拡大中学校

図3 中等教育普及のメカニズム

以上に述べた,進学率急上昇の諸要因を図式化すると次の図3のようになる｡ 経済システム

の要因群 (職業構造の変化,出稼ぎ,政府の政策,企業)と,社会 ･文化的システムの要因群

(阻害要因の除去,伝続構造)の相互作用が進学意識を生成 し,タイ東北の進学率急上昇を作

り出している｡ 従来の トロウをはじめとする中等教育拡大に関する先行研究では,産業化の進

行による職業構造の変化のみを強調 し,さらにその変化が中学進学率を直接に上昇させるかの

ように論じているものが多い｡しかし,本研究では進学意識の生成すなわち ｢中学校はみんな

がいくところ｣という観念が人々の間で共有されるプロセスが,中学校進学率上昇に先行する

ことを兄いだした｡意識のあり方が,マクロな構造と個々人の進学決定を媒介するのである｡

こうした進学意識が形成されたからこそ,交通事情の悪さや貧困などの進学阻害要因が除去さ

れると同時に急激な進学率の上昇が起こったのである｡1996,7年のタイ農村では中学校に進学

する者がすでに80%を越え,人々は中学進学を自明のことのように考えはじめている｡ それゆ

えに,現在のタイの中等教育にはユニバーサル段階の進学率維持メカニズムが作動 していると

言える｡1996,7年当時の東北タイ農村部はまさに中学校進学意識の生成期で,この意識の成立

に機会拡大中学校の開設が大きな役割を果たしていた｡
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